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は じめ に




に、家庭は女性に割 り当て られることになる。特に女性 を家庭の領域に
縛ろうとの力は強 く、それは女性の労働に足かせ となっていった。工業
化以前には多種多様な分野で労働力 として力を発揮 していた女性が、次











ていた といわれる。だが、本当にそ うであったのか。人々があれほ ど貧
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困に苦 しめられ、そ してそれへの対応に国があれ程苦慮 していた時代に、
それが可能であると考 えていたのであろうか。この点を、働 く女性に大










の救済組織ではなかった。子供連は早 くから他の家の奉公人 となるべ く






い援助 を家族に対 して与えていた。 しか しその膨大な負担に耐え切れな
くなった国家は、労働市場における自由主義 を主張するマルサスの論に
従 って自助の原則を導入 し、救貧税負担の軽減 を図ったのである。1834










旧救貧法のもとでは妻 ・子供は、夫 とは無関係に救貧 を受けることが




力あろうとも、収容 されるこ とになった。妻の運命 はますます夫のそれ
に規定 されて しまったのである㈹。 このことが、救貧法の改正 を 「男性
扶養家族」の形成策 として理解 させ ることになった。
確かに救貧法の第一義的な目的が、「男性扶養家族」の形成に、つまり
男性を家族維持の担い手 と位置づけ、彼 らに勤労意欲 を植 え付けようと
したのは確かであろう。森建資によれば、救貧法改正は 「勤労の体系」
を取 り戻そ うとする試みだったのである(11)。であるとすれば、労働者 と
しての女性を否定するものであったのか どうかは、 もう少 し検討する必
要がある。勤労 を奨励 した救貧法改正が、 こと女性については無条件に
被扶養者たることを奨励 したのか、 という疑問である。




範囲にわたるものであった。D.ソ ムソンによれば、 これは財産 をもたな
い者に対 して、 ぎりぎりの最後の逃げ場 というよ りも、はるかに確実で
継続的な老後の保証 を提供す るものであった(12)。そのため、1776年 には
総額150万 ポン ド余 りであった救貧費は、世紀末か ら増加の一途 をたど
32
り、1802-3年 に400万 ポン ド余 り、1818年 にピークの790万 ポン ド近 く
を記録 し、以後わずかながら減少 したものの、改正直前の1832年 には700
万ポン ドの支出 となった(13',。ちなみに1810年 における国の租税収入は約
6300万 ポン ドである(14)。この救貧費の増大 と、それに伴 う賃金の抑制及
び勤労意欲の減退は、どこかで歯止め をかける必要があった。貧困の責





の扶養義務 を定めていたのが、この救貧法である。1601年 エ リザベス救
貧法はその7条 において 「老齢者、盲者、肢体不 自由者、虚弱者、その
他働 くことの出来ない貧民の、父、祖父、母、祖母、子は、十分の能力
を持つ場合に、治安判事の査定する方法および割合で、自らの費用 を持っ





一般的義務 を定めた ものではな く、扶養を得 るためには「被救伽者 となっ
て教 区当局の手を通ずる以外には、有産の父親の扶養責任すら問 うすべ
がない_従 ってまた逆に、エ リザベス法の親族扶養義務はもっぱ ら公的
救済の費用償還 として果たされる㈹」ことが明 らかとされている。つま
り、教区が給付 した費用は、扶養義務者に後に返済が請求 されるという
とい うものでしか な く、それす らも実行 されることはほ とんどなかっ1
た㈹ 。実際には子供について さえ 「扶養義務 を強制することはなかっ
た⑱ 」のである。「同法における家族は、法的にはいわば単なる独立 した




ングラン ドの救貧法は、一般民衆の貯蓄の力 と意思 とを減ずるし、また
したがって節制 と勤労、従 って幸福 への最 も強 い誘 引の一つ を弱め
る⑳」ものであると断罪 したのである。これを克服す るために、家族間
の扶養義務 を明確にする必要があった。それによって家族による自助を
強制すべ く、旧救貧法は、ほ とんど不十分な議論 しかないままに改正さ
れたのである(21)。このようにみると、この救貧法の改正が目的としたの
は、か ならず しも男性扶養家族の形成そのものではなかった。あ くまで




性につ いて一番問題 とされるのは次の条項である。「盲 ・聾 ・唖の場合 を
別 として妻または16歳 未満の子供に対 して与えられる救済は、全て夫な
いし父に与えられるものとみなされる」 という56条 である。法の制定者




きない し、 また出たくとも夫が出ない限 り出られない。 もし夫が労働可
能ではないと分類されれば、妻の個 人的状態が どうあろうと妻もそのよ
うに分類される(22)」のである。妻は完全に夫 と一体 として,収 入を持たな
い夫へ の依存者 と見 られることになった。
また妻にとっての問題は救貧 を受ける権利である定住権が、夫の場所
と同一 とされたことである。未亡人 となったり遺棄された りした妻は、
誰 も知 る人のいない夫の生地に送還 される恐れがあった㈹。ここでも妻
は完全 に夫 と一体 として見 られることになった。 これ らの事実が、救貧
34
法の改正 をして、「男性扶養家族」のモデルを作ることによって、妻を完
全に夫に従属 させ ることになったとい う、ウエ ッブ以来の評価 を生むこ
とになったのである。
だが救貧法が既婚女性 を完全な夫の依存者 とみなし、その雇用労働 を
原則認めないという方針 を、終始貫いたのかは疑問の余地がある。すで
に見たように、救貧法改正の目的は救貧費の削減である。それ を家族の
自助 に任せることで実現 しよ うとした。夫に家族の扶養責任を持たせる
ことで自助が果たせ るのなら、それに越 したことはない。だが現実には、
夫だけで生計をまかなえる家庭は例外的で しがなかった。夫が経済能力
を失 ったときに、妻に対 して労働 を奨励 して家族 としての自助を達成さ
せ るのか、それ とも夫の依存者としての妻の役割 を優先 させ るのか一 そ
れは救済 を与えるこ とを意味するのであるが一 、難 しい判断に直面する
ことになった。その対応が救貧法の意図を最 もよ く表すことになる。
まず、旧救貧法、 なかで も批判の多かったスピーナムラン ド制度にお
いて、既婚女性が どう見られたか を確認 してお きたい。家族数に応 じて
賃金補助 を与 えるこの制度は、一見、妻を家庭に置 くことを目的 として
いるかに見える。救貧法についての近年の研究によれば、旧救貧法にお
いて賃金補助はごくわずかな ものでしかな く、労働者の滞留 を招いたと
いうよりは、む しろ経済発展下での遅れた農村地域における過剰労働力
への対応 と見 るべ きであるという(24)。女性についても教区の役人達 が意
図 したのは、女性 を家庭に置 くことではなく、「雇い主だちが既婚男性に
独身男性 と同じ生存賃金以下 しか払わないことを可能に し、そして妻子
を収穫期や他の農繁期の労働力源 として保持 して置こ う(25)」とするもの
だった。 この時期家族を養える賃金 を払お うとする雇用主はいなかった
のであ り、それへの現実的対応が この制度 となったのである。旧救貧法




る。だが家族の 自助 という時に、妻や子供については、夫 ・父親の扶養
にまか されるのか、それ とも彼 ら自身の労働を念頭においていたのか、
どちらであったのであろうか。
そもそも救貧行政において弱者 となるジャンルの代表的な ものは、高




まず独身女性である。 もともと独身女性については、働 くべ しとの合
意はすでにあった(27。救貧委員 は女性 を自身の運命に対 して責任 を持つ
個人 とみなしていたこ特に救貧法の改正 を担ったチャ ドウィックは、貧
しい独身女性は賃金 を稼 ぐべ し、 と考 えており、女性の労働が体面を脅
かす とも考 えていなかった㈹ 。この独身女性は働 くべ しとの合意が救貧







について論 じたJ.H.ガ 一二ーは、救貧法の改正 を意義あるものとして認
めているが、その理由は妻達の雇用 を刺激 し、子供連に技能 を教 えよう
としているか らとい うものである(29)。
だが問題は特に母親についてである。典型的にはこういうことである。
何 らかの理由で生活が困難である貧 しい母親の場合、子供 と離して救貧
院に入れるか、院外救済を認めて育児に専念させるか、それすらも認め





棄を助長す る恐れ もあるというジレンマに直面す る。一方、女性の本来
の役割は労働者階級については労働 なのだから妻 も当然働 くべ し、 と考
える者も、数は少ないにして もいた㈹ 。母親の本来の義務について 「子





て私生児が増大 してお り、17世紀半ばの1.5%か ら19世紀半ばの5%に ま
で増加 してい るのは、一つには、未婚であれば救済を受けられ るか らで
ある、 と当局は考えた㈹。これ を閉ざしたとい うことは、母親は自己の




さらには夫についてでさえ、妻にもその扶養責任 を課そ うとの試み も
あった。例えば、失業した夫の妻が働いていて、子供 と夫を養 うに十分
な賃金を得ているにもかかわらず、妻が扶養を拒否している時に、救貧
委員は保護委員に対 し、夫 と子供に一切の救済 を拒否するよう勧告 して
いるのである。委員達はむ しろ、妻に夫や子供の扶養を強要できないこ
とに不都合 を感 じていたといわれている㈹ 。








て家族の唯一の稼 ぎ手である女性達の賃金 を引 き下げている(34》」と。こ




法改正が女性 を夫の従属物 としたとす る根拠であったのだが、むしろ次
のように考えることが出来 るのではないか。救貧受給者 となった夫に
従 って、刑務所のように恐れられた救貧院に入 るのがいやならば、妻は



















かった。院外救済 を受ける者の数はむ しろ増大 したのである。1869年 の






学校 に収容すべ きとしているのは、母親としての役割 を全てに優先 させ
るという方針が とられているわけではないことを示 している。実際多 く
の地域では、未亡人には院外救済が認められずに、彼女達が働 けるよう
子供 を救貧院に収容 しているのである。だが一方で、回状の示 したもの






るのである。1871年 に166,407人 いた女性の院外救済受給者が、1892年 に
は53,371人 に減った(37)とい うことは、女性にも自助 を進めていった結果
であろう。その院外救済を受けた女性にして も・、平均の給付額は週2シ リ
ングから3シ リングプラス子供一人あたり1シ リングから1シ リング6
ペンスとい うところであ る(38)。S.ラ ウン ト・リーの最低生計費18シ りン
グ39)と比べても、これだけでは生活は とても無理である。従 って院外救
済が与えられるに しても、妻を家庭にお くことを、目的としたのではな く、
賃金によって補完 されることを、、というよりもむ しろ賃金の補完 として






改善 したわけで もなかった。つまりパー トタイムならば母親 は子育て と




考 えを70年 代以降特に20世 紀初頭に注入 してい くのは、労働組合や ラ
ディカルな トー リ一連なのである(41)。国が 目指 したのは最終的には家族
の自立であ り、そのためには妻の雇用を奨励することも、父親の権威 を
削 ぐことも、決 してやぶ さかではなかったのである。
第2章 工場法
(1)工 場法の女性労働観
1802年 、教区徒弟 を対象 として制定 された工場法は、以後その対象を
一般の児童 ・年少者へ と広げ、1844年 には女性 もその規制対象に含める
ことになった。これをもって女性の労働時間は12時 間に制限され、深夜
業 も禁止 されることになったのである。以後そのカバーする分野や規制





















を制 限しつつ自己の労働時間 をも短縮 したい男子労働者、女性の工場労
働に制約 を課すことによって彼女達 を家庭へ戻 し、彼らの理想 とす る家
庭像 を実現 したいウル トラ ・トー リー、労働力の保全 を図 りつつ、劣悪
な労働条件によって競争を挑む中小工場の競争力を削ぎたい大規模工場
主、純粋 に女性たちの労働条件の改善 を望 む人道主義者、その意図する
ところは実にさまざまであった働。工場法を推進 した十時間運動が 「社
会 主義者、チャーティス ト及び ウル トラ ・トー リーの奇妙 な組 み合 わ
せ(45}」といわれる所以である。一体十時間運動 を主に担った男子労働組
合は、この工場法をもって何 を目指 したのであろうか。
この時期、賃金 と労働時間とい う二つの主要な労働条件 をめ ぐって、
男性が問題 としたのはもっぱら賃金をめ ぐってであ り、女性の場合は労
働時間をめ ぐるものであったとい うのは象徴的である。だが男性が労働
時間に関心を持たなかった、'或いは女性が賃金に関心を持たなかったと







れてか ら40余年の後である。なぜこの時期 に女性の規制が問題 となった
のか。B.Lハ ッテンス=A.ハ リソンによれば、女性を規制の対象 としょ
うとの声が、時間短縮運動の中で最初に出たのは1841年 秋 のことであ
る㈹。ウエス トライディングの時間短縮委員会の代表団がロン ドンへ行
き、 ピール内閣の面々 と会談をした際の報告書で、はじめて女性 を規制
の対象 とすることに触れている。時間短縮委員会は、1833年 迄はもっぱ
ら児童 ・年少者を問題 とし、 しか し1833年 法の成立以後、それでは本来
の 目的たる自己の労働時間の短縮にはならない と知るや、今度は動力の
停止 を要求 したが、それは多くの支持を得 られないことを認識 した。そ
こで出てきたのが女性である。41年 か ら44年 まではもっぱ ら、女性の規
制についてが問題 となったのである。
このような経過 を見 ると、男子労働組合の目的は、自身の労働時間の
短縮にあったかに見える。いわゆる 「女性のペチコー トの陰働」か らの
運動である。だがこの時期 はともか くとして、やがて彼 らは時間短縮に
は法的規制 よりも、組合による労使の協定のほうが、効果があることを
知 ることになる。すでに1871年 にはニューカッスルの機械工は、5ヶ 月
に渡るス トライキの後に、9時 間労働 を勝 ち取っていたのである㈹。 し
かしその後 も、女性に対する保護法への要求は続いていた。このことは、
彼らの 目的が別の ところにあったことを示 している。
一体この工場法、最終的には女性一般や既婚女性の雇用禁止 を目的 と
していたのであろうか0工 場法を巡 っての議会での議論ではシャフツベ
リー卿 を代表 として、・女性や特に既婚女性の工場労働 を、家族の崩壊の
元凶として攻撃す る声は高かった。いわく、女性が工場に縛 られるため




は工場、夫は失業 して家で子供の面倒 を見るとい うまさに本末転倒 な状
況になる、神が女性の割 り当てたことをなしえないで社会全体にどんな
影響が出るというのだろう㈹ 等々。女性が働かな くてもすむような社会









妻 を運搬人として使 っていた採炭工たちは、この規制に反対 していたの
である(51)。男子労働組合の意図については、しば しば1877年 のTUCで の
H.ブ ロー ドハース トの次の演説が引用 されて、組合の女性排除の意図め
現われ とされてきた。「彼らの妻達が、家庭でのその本来の場にいられる
ような状況 を作 り出すために、全力をあげることが、男性 として夫 とし
ての彼 らの義務 なのである」。しか しP.セ インによれば、このような見方





金削減の通告 も相次いだ。ス トライキとそれ を鎮圧する警官隊の衝突 も
各地で勃発 していた。工場制度が確立 して くるにつれ、外延的な労務管
理が内包的なそれへ と転換 し、,労働者が労働の場において持っていた
オー トノミーが揺 らぎだしていた。がん じがらめの労働規律、作業スピー
ドの強化、それを拒否しようとすれば、失業の危機にさらされる。 この
43








にこそ女性 を工場法の規制対象 とすることによって、彼女達 をまさに男
性 とは違 う労働力 として規定す ることが必要だったのである。低賃金労
働者としての女性を認めつつ、男子労働者の脅威 とはさせない、これを
本来の 目的たる自己の労働時間の短縮 を実現させつつおこなう。 しかも
女性の労働時間の短縮は、女性の家庭での時間 を増や し、 自身への家庭






る(54)。この調査 は他の労働条件が同 じとして、10時 間労働で10シ リング
の賃金、11時 間労働で11シ リング、'12時間労働で12シ リングのどれを選
ぶか というものである。10時間を選ぶ者が男性の場合67.74%で あるのに
対 し女性の場合は54.18%で しかない。女性のほ うが賃金志向であるであ
るとい う結果は、予想を覆すものである。男子に とって労働時間の短縮
は自分の時間の増加 を意味していたのに対 し、多くの女性にとってのそ





織布工達は明確 な労働者としての意識 を形成 してお り、例えば リレー制
度に対するアシュ トンなどの女性織布工の抵抗運動が、1847年 の立法に





性のようにレジャーではな く、もっぱら家庭 であった。時間的余裕 を持っ
た労働者に対す る夜間教室や 日曜学校で教 えられたのは、裁縫や料理で
あった。土曜 日の午後が休業になると、その時間は、家 を掃除 し清潔な




制限された女性が、 これをきっかけに家事労働 の意味を認識 したのであ
る。子供の世話を頼むのに、親であっても3シ リング程度を支払い、洗
濯 も近所の女性にたのみ、食事 も出来合いを買って くるとすれば、よほ
ど高賃金をもらわなければ割が合わないということが認識されて くる。
わずかばか りの賃金 と引き換えならば労働時間を短 くし、家での家事に
時間を割 くほ うが得であるとして、女性を家庭へ と引き戻す力が働 いて
くるのである。それでも彼女達の真意が、労働への否定であったわけで
はない。「10時間は賃金が どうあろうと、誰にとって も働 くのに十分すぎ
る長さである。誰 も一 日に10時 間以上働 くべ きではない(58)」という主張
なのである。つ まり女性に とって も、 自己の生活の中に労働 をどう組み










1844年 法 に至 る議論 において議会 で問題 となったの は、女 性は ブ
リー ・エージェン トか否か とい う点であった。フ リー ・エージェン トで
あればその雇用関係に国家は介入 しない というのが基本的方針である。
だがすでに19世 紀中葉の段階では、工場法の規制の根拠は必ず しもブ
リーエー ジェン トか否か とい うところにあったわけではない。男性労働
者です ら完全にフ リーではない ということは認識されていた。社会全体
の福祉やモラルが問題 となるときは、個人の自由は制約 され るとい う認
識は、すでに議会で共有されていたのである㈹。にもかかわらず、労働
者階級が自己のフ リーエー ジェンシーに固執 したことは、竹内敬子によ
れば、ある矛盾 を生むことになった。すなわち1874年 法をめ ぐる男子労
働者の工場法運動が、 自己のフリーエージェンシーに固執す るあまり、
女性の 「弱さ」 を隠れi蓑として戦わなければならな くなったとい うので
ある(61)。
だが女性をフ リーエー ジェン トではないから国家が規制す るというの
は、ある意味では男性のフリーエー ジェンシーに対す る侵害でもある。
女性は夫、または父親の権威の下に置かれているので、本来ならば、彼
らがその労働条件 を決め ることが出来たはずである。 もともと工場法は
親のいない教区徒弟に対 して、親に代 わるもの として制定された。それ
が親のいる児童・年少者に拡大 され、さらに女性が加えられ ることになっ
た。 これは父親 ・夫 としての男性の権威に対する国家の介入である(62)。











働 という点から見て女性 にふ さわしくない と思 われる雇用 はある もの
の、そこへの雇用禁止とい う考えには組 しない。その禁止が もたらす貧
困の方を考慮すべ きとしているのである㈹。
またこの工場法が一見産業資本家の利益 を制約するような形 をとりな
が ら、彼 らの利害を無視 して成立することはあ りえないということは言
うまでもない。彼 らにとっては、「健康な」労働力の維持・再生産は重要
問題である。それは家族によって担われる。従 って女性 をある程度家庭





る。その武器 を奪 ったのが工場法である㈹。十時間運動 を指 して 「奇妙
に聞こえるか もしれないが、それは雇用主の運動であった(67)」というJ.
レーの主張は、十分説得力 を持つのである。つ まり女性を中心 とす る低
賃金労働は、それ自体 は必要であるが、しか しそれはより開明的な労働
条件を実現 しようとしている一部の資本に とっては脅威 ともな りうる存
在である。法的規制によってその利用に制限を加えることで、低賃金労
働者 としての女性に労働者 としての場 を与えたと考 えられるのである。
つまりここでも問題は低賃金労働者 としての女性 なのである。低賃金
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労働者は資本に とって必要不可欠 な存在ではあるが、 しか し一方で労働
市場における撹乱要因にもなりうる。工場法は、このような大資本家へ
と向け られる低賃金労働に よる脅威 を取 り除 く役割を果た したのであ
る。 とすると、工場法の役割は、労働者 としての女性の排除ではなく、












が盛 り込 まれていたが、これは1890年 に ドイツの提案で、国際間の競争








たことに留意すべ きである。労働者家族の自立 を女性労働 によりなが ら
維持 しつつ、そこで予想されるひずみを労働力の分離 とい う形で図ろう
とした、その一つの手段だったのである。そのことは現実に工場法の施
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行が、繊維工場における女性の数 を減少 させるようなことはなか ったこ
とに も示 されている.㈹。工場法が女性の低賃金には一切言及 しなかった
し、その改善に一切の貢献 もしなかったのは、ある意味で象徴的である。




デオロギーに制約 を加えつつ、それをめ ぐる議論において自由主義 を強
化 していったことに注目しているが㈹、それは女性の労働についてもそ
のまま当てはまろう。その議論においては、女性労働は否定 されたが、
法 自体 は女性 の労働 を認めたのである。
第3章 既婚女性財産法
(1)コ モ ン ・ロー法下に於ける女性の財産 とその問題点
選挙権獲得以前における女性運動の最大の成果 といわれ る既婚女性財
産法が成立したのは、1870、82年 のことである。 自身の財産 を所有する
ことは 自立のまさに大前提であるが、それが既婚女性には認め られてい
なか った。そのことは女性の行動 を大 きく制約す る。それ を改善 したの
がこの財産法であるが、この法律が 目指 したのは何 であったのだろうか。
女性の財産については、財産所有階級つま り上流や中流階級に特に関わ
るこ とであ り、研究 ももっぱらその観点か ら行われてきた㈹。財産 をも
たない労働者階級に とっては、 この法律が現実に大 きな影響 をもったわ
けではない。しか しすでに見た救貧法や工場法の意図 を背景に考えると、
この法律が労働者階級の女性に対 して も何 らかの意図を持 っていたと考
えないわけにはいかない。救貧法や工場法が、女性の労働 を社会に組み
込 もうという現実的な方策を模索 していたときに、 この法律が労働者階
級の女性に意図していたことは何かに絞って、ここでは考察する。
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まずは、既婚女性財産法成立 までの大まかな経過 を見てお く。
コモン・ロー法下に於いて、結婚 した女性はカバチュアcovertureの 状
態にあるとされ、結婚によって夫 と妻は一体になるが、それは実際には
妻の存在が夫のそれに吸収 され ることを意味していた。 このことは財産
については①妻は財産無能力であ り、契約 を締結す る能力 も訴訟当事者
となる能力 も認められず、②妻の動産は婚姻前に所有 していたものであ
れ、婚姻後に取得 したものであれ夫に帰属 し、不動産については夫に移
転 しないが、その利用権が夫に帰属す るもの とされていた㈹ 。実質的に
妻には自分 の自由になる独 自の財産が、一切認め られていなかったので
ある。 しか し抜け道は残 されていた。平衡法によって、妻の持参財産や





いた支配権 を、その娘達 を通 して次の世代 まで及ぼそ うとす る意図 を
もっていたことは否定できない事実 であった㈹」のであ り、つまり世代
間を通 しての男性か ら男性への財産の移行 を目的 としたものでもあっ
た(74)。妻の財産権を、それ自体 として認めたのかは問題が残るのである。





を生むことになった。 中でも人々の注目を集めたのが、1869年 夫を刺 し
たとして刑務所に入れられたパルマーのケースであった。彼女の夫は彼
女 とその子供に暴力 をふ るい、家か ら放 り出す こともたびたびであっ
た㈹ 。思い余 った彼女は家を出、自分の努力で子供 を養 ったが、そこへ
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の ものなのであ り、それを防 ぐには特別 の措置を とらなければな らな
かった。
このような、既婚女性に財産が認められないために起 こる不合理には
枚挙の暇がなかった。ある貧 しい女性は夫に捨て られ、友人と洗濯業 を
起 こした。仕事は うまくいき自分 と子供を養い、さらには老後のための
かなりの蓄えが貯蓄銀行に出来た。夫はそれを聞き銀行に行 き、妻のも
のは自分 に権利があ るとして引き出 して しまった。彼女は一文 なしに
なってしまったのである。
またある女性は父親から多大 な財産 を相続 したが、結婚の際夫 を信用
していたため、ゼ トルメン トを設定 しなかった。 しか し夫はす ぐに遺言
も残 さずに死んでしまい、その財産の半分は法定相続人である甥の もと
に行 ってしまい、彼女は不 自由な生活 を余儀な くされることになった。
また別の女性の場合、夫が事業に失敗 し、妻は友人の援助 で婦人服業
を行い成功 した。仕事をしなか った夫 を養 い、なお蓄えも出来たので引
退 した。 ところが夫が亡 くなり、彼は自分の愛人の子供に財産を譲 ると
いう遺言 を残 したために、彼女の財産は全て奪われ、再び仕事をせ ざる
を得な くなって しまった。
このように多 くの既婚女性は、 自分の稼いだ ものです ら自分の ものと
出来なかったのである。 このことは経済的のみならず人格上の抑圧 をも




初 のグループ とも言える委員会 を設置 して、精力的な活動 を繰 り広げ
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た㈹ 。1857年 には最初の既婚女性財産法が提出されたのである。 しか し
これは同じ時期に出された離婚法とのか らみで拒否された。 もとよりこ





この ような家父長的な反対意見を一つ一つ反論 していったジ ョン=ス





(2)財 産法の意図 した もの
この法律の擁護者で'ある ミルは、何 よりも 「自由の権利」の平等性に
基づいて、既婚女性の財産権 を主張 した。 しかし実際には、これ らの法
律は必ず しも、女性の平等な権利 として認め られたわけではなか った。
というのは、平等を主張す る人々が追求す る選挙権はさらに30年 以上も
またなければならなかったわけであるし、この法律が通過 しだことに
よって、選挙権がなくとも女性の地位向上は図れるのだ として、む しろ
参政権の獲得 を遅 らせてしまったという指摘があるように㈹ 、女性の平




か らである。異なった法体系の並存、 とくに慣習法 と平衡法の相矛盾す




財産権を認めないのは慣習法であ り、マ リッジ ・セ トルメン トによって
財産 を認めたのが平衡法であったのであ り、結局平衡法の方針を認めた
のがこの法律である。また「自分の労働の産物 を自分 自身のもの とす るの
が、自然権の第一のかつ最大のものであ り、財産権の基盤である㈹ 」とい
う個人の 自由を金科玉条の ものする時代精神 もその成立に力があった。
既婚女性の財産法は、時代の流れに逆行するものではなかったのである。
しかし同時にこの法律が、財産上の完全な男女の平等を認めたわけで
はなかったこと、これが この法律 を成立させ た第二の点である。法の制
定は、男女の平等という観点か ら運動 をしていたフェ.ミニス ト達 と、上
記のような法改革の観点での改革をすすめるもの、あるいは男性の権威
が少 しでも害われるのを恐れる保守派達 との駆け引 きの結果であるが、
最大の争点は、既婚女性に独身女性 と同 じ権利 を認め るか(独 身女性に
は男性 と同じ財産上の権利が認められていた)、平衡法で認められた権利
を全ての既婚女性にまで拡大するかであった。1880年 にコー リッジが上
院に法案を提出 したときには、既婚女性 を独 身女性femesoleと 扱 うと
していたのが、結局法律 となったのは、既婚女性の財産を特有財産 とし
て扱 うという文言であった。従ってここで認め られたのは決 して男性 と
平等の権利ではなかった。彼女の契約能力は完全なものではな く、その




踏ませることになるのであ り、女性の経済的立場に依然 として制約 を課
すことになるのである。
確かにこの法律は 「あ らゆる夫 と妻に関す る重大な問題に革命 を起こ
した(82)」のであ り、既婚女性の歴史にとって重大な前進 をもたらした。
そもそも働いて賃金 を得 たとして もそれが自分のものにならないとした
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ら、誰が労働 に全力をつ くすだろうか。自由に使えるお金がないとして、
誰が 自立 した生 き方をす ることが出来るであろうか。その意味でこの法
の意義 を強調 してもし過 ぎることはないが、だがこの法はあ くまでも妻





て遺棄 された或 いは別居 となった妻に対 して、財産権が認め られたので
ある。 あくまでも実質的な婚姻関係が破綻 している場合においてのみ、
という限定 されたものではあったが、以前であれば、遺棄された妻であっ
て も、 その賃金は法的には夫の もの となった という状況は改善 された。
このような改善があったればこそ、先に見た1857年 の既婚女性財産法案
は、既に財産上の改善があったとして廃案になって しまったのであるが、






責任な夫が扶養 の義務 を果たさないのなら、妻の責任に任せ たほうが貧
困は回避 されるという判断である。この意向は1870年 の既婚女性財産法
によって一層明白となる。同法は既婚女性の権利 を拡大する一方で、義
務 をも課す ものであったのである。すなわち、救貧法が夫に課 していた
妻 と子供に対する扶養義務 を、妻に も課 したのである。 これについては
ウォルステンホルムやベ ッカー などこの運動を支 えたフェミニス トたち
は次の2点 で反対 をした。第一に、妻は家庭の管理 を行 うことによって夫







ることが出来る。貧 しい働 く女性の賃金を守 ることで、貧困の解消 を図
ろうとの意図である。
国が一貫 して目指 したのは夫による家族の扶養責任 であ り、その意識
を醸成す るためにさまざまな政策が とられた。だがそれが失敗すれば、
今度は無責任 で飲んだ くれの夫か ら家族 を守 る必要が出て くるのであ
る。救貧法が行 ってきたのはまさにそれであった。 さらには工場法の推
進者であるマンデラが、この財産法を称 して女性労働に規制 を加 えよう




財産 とい う観点か ら補強 しようとした と考えられるのである。
お わ ・り に
以上のように、救貧法にして も工場法に しても、その本来の意図には
女性の雇用を否定 しよ.うとす るも のはなかっ鵡 女性の低賃金による家
計補助によって、家族が救貧受給層へ と落ち込むのを防ご.うとしたのが
救貧法であるし、その低賃金労働者たる女性 を、労働力 として分離 しよ
うとしたのが工場法であった。それを実質的に支 えようとしたのが既婚
女性財産法である。 その意味で国は労働者 としての女性を認めていたの
である。 しか し19世紀末になると状況は変わって くる。軍事的にしろ経
済的にしろ、国際的なライバルの存在には じめて脅かされ るようになつ
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たイギ リスが、母親に特別 な意味を見出す ようになった。母親 は働 くべ
きではないとの考 えを多 くが共有 し㈹ 、女性 もそこに 自身の合理性 を見
出した。このときに女性の労働参加率は最低 となるのである。だがその
ときでも、家庭の仕事は、女性に とって一つのjobと みられたのであっ
て、経済活動か ら退 くというものではなかったことに注目すべ きである。
19世紀 イギ リスは低賃金労働者としての女性を、社会にどう組み込むか
を模索 したのである。それは国家 も同様だった。国家は女性労働 を排除
しよ うとしたことはなかったのである。
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